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第１章 共通事項 

 

１．業務の名称 

  ごみ焼却施設整備事業に伴う基本設計業務（以下「本業務」という。）  

 

２．業務の目的 

本業務は、三沢市（以下「本市」という。）が計画するごみ焼却施設を整備するに

あたり、これまで決定された設計条件を参考にし、測量・地質調査並びに工事発注

に必要となる設計業務を行い、発注業務及び各種許認可等申請に係る支援を行うこ

とを目的とする。 

 

３．業務の場所 

  青森県三沢市大字三沢字戸崎１０１番地１０１６号地内 

 

４．業務期間 

  契約締結日の翌日から平成３１年３月２２日までとする。 

 

５．関係法令等 

  受注者は、業務の実施にあたり関係法令等を遵守しなければならない。 

 

６．仕様書の適用 

  本業務は、本仕様書に従い行わなければならない。但し、本仕様書に明記のない

ものについては本市と協議の上、業務に当然必要な事項は本業務に含むものとする。 

 

７．受注者の義務 

  受注者は、本業務を遂行するにあたって、本市におけるこれまでの検討経過を踏

まえ、本業務全般について、誠意のあるパートナーシップをもって適正に支援を行

うこと。また、関係法令等を遵守するとともに、経済性・安全性等の諸条件を満足

し、正確かつ丁寧にこれを行うこと。 

 

８．管理技術者 

  管理技術者は、本業務の全般を管理するものとし、管理技術者として本業務と同

様の業務を担当した経験を有する、かつ、技術士（衛生工学部門）の資格を有する

こと。 

 

９．照査技術者 

  照査技術者は、本業務の照査を行う者とし、技術士（衛生工学部門）の資格を有

すること。 
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１０．打合せ協議等 

  打合せ協議は、必要に応じて実施するものとする。また、事務打合せや関係機関

等との打合せ協議に関する資料等の作成補助や必要に応じて同席を行うこと。 

  

１１．議事録 

  受注者は、業務遂行上の協議及び打合せの都度、その議事録を作成し、本市に提

出して双方確認するものとする。 

   

１２．業務上の提出書類 

⑴受注者は業務の着手にあたって次の書類を提出しなければならない。  

ア．業務着手届 

イ．管理技術者等届及び経歴書 

ウ．業務工程表 

エ．業務計画書（測量・地質調査業務含む） 

オ．その他必要な書類 

⑵受注者は業務の完了にあたって次の書類を提出しなければならない。  

ア．完了届兼検査依頼書 

イ．引渡書及び成果品目録 

ウ．その他必要な書類 

 

１３．情報の収集 

受注者は、本業務に必要な情報の収集、資料の作成及び解説を行うものとし、本

市はこれに協力するものとする。 

 

１４．資料の貸与 

本業務の遂行上必要な資料のうち、本市が所有しているものについては、所定の

手続きを経て貸与するものとする。 

 

１５．秘密の保持 

受注者は、コンサルタントとしての中立性を厳守するとともに、本業務で知り得

た秘密事項を第三者に漏らしてはならない。 

 

１６．検査及び納品 

受注者は業務の完了後、速やかに本市の成果品検査を受けるものとし、検査合格

をもって本業務の完了とする。ただし、成果品内容に誤記・誤算があった場合は速

やかに訂正の上、納品するものとする。 

 

１７．成果品に対する責任の範囲 

受注者は本業務の完了後において、不備等が発見された場合、速やかに成果品の

訂正を行わなければならない。なお、これに要する費用は、受注者の負担とする。  
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１８．疑義の解釈 

本仕様書に定める事項について疑義を生じた場合は、環境衛生課と協議の上、こ

れを定めるものとする。 

 

１９．留意事項 

受注者は、必要があるときは、関係機関との協議または手続き等について資料を

作成し、適切に対応するものとする。特に本事業は防衛省国庫補助事業として実施

するものであるため、補助事業を進めるうえで必要な資料の作成及び会計実地検査

の対応についても本市に協力すること。 

また、受注者が関係機関と直接協議を必要とするとき、または協議を求められた

場合は、すみやかに本市に連絡するとともに、誠意をもってこれにあたり、その内

容に対する議事録を作成し遅滞なく本市に提出しなければならない。  

本市が説明会等を開催する場合、受注者は必要に応じて同席し、技術説明を行う

等、本市に協力するものとする。 

 

２０．成果品 

受注者は、業務完了に際し、次の成果品を提出するものとする。  

なお、成果品の作成にあたっては、編集方法等について、あらかじめ本市と協議

のうえ作成するものとする。 

 ⑴測量及び地質調査業務報告書            ５部 

⑵ごみ焼却施設整備事業に伴う基本設計業務報告書   ５部 

⑶その他必要な資料                 一式 

⑷上記を記録した電子データ（ＣＤ‐Ｒ）       一式 
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第２章 特記事項 

 
本業務は、事業者を総合評価型一般競争入札（仮）により決定することから、実施

済みである本施設にかかる基本計画、生活環境影響調査（継続中）を踏まえ、測量・

地質調査及び工事発注に必要となる設計業務を行い、入札手続きに必要とする関係書

類の作成から最優秀提案者の選定までの事業者選定にかかる総合的な支援を行うもの

である。また、（仮称）技術審査委員会の運営及び近隣地区等関係者への情報提供の

支援を併せて行うものとする。 

 

１．測量調査 

  現況施設及び建設計画地について測量を行い、施設配置計画等の資料とする。 

⑴ 現地測量は、23,000㎡とする。 

⑵ ３級基準点測量は、１点とする。 

⑶ ４級基準点測量は、１１点とする。 

 

２．地質調査 

  本業務は、ごみ焼却施設を整備するために、施設建設計画地の地質調査を次のと

おり実施する。なお、数量については、表１に示す。 

⑴ 機械ボーリング   

  ア 調査位置は、３箇所とする。また、詳細な調査箇所については、現地踏査に

基づき発注者との協議で決定する。 

イ 調査深度は、２０ｍ（１箇所）とする。 

ウ 土質調査孔 

   孔径６６ｍｍにて所定の深度まで掘削を行い、土質構成の確認、支持地盤 

 の状態の確認を行う。ただし、支持層の深さによって増減が生じることを踏  ま

え、発注者に中間報告し、協議するものとする。 

⑵ 標準貫入試験 

   試験は、１ｍごとに行う。 

⑶ サンプリング 

 土質試験に供する乱れの少ない試料採取をシンウォールサンプリングで行う。

採取深度について、土質調査孔の結果を参考に発注者と協議するものとする。 

⑷ 土質試験 

  前項で採取した試料については、室内土質試験を行う。 

⑸ 解析等調査 

   既存資料の収集・現地踏査、資料整理とりまとめ、断面図等の作成、総合解析

とりまとめを行う。 

表１ 地質調査数量表 

名称・規格等 数量 単位 

⑴機械ボーリング（土質ボーリング） 

        φ66ｍｍ、粘性土・シルト 
12 ｍ 
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        φ66ｍｍ、砂・砂質土 39 ｍ 

        φ66ｍｍ、礫混じり土砂 9 ｍ 

⑵標準貫入試験 粘性土・シルト 12 回 

 砂・砂質土 39 回 

        礫混じり土砂 9 回 

⑶サンプリング シンウォールサンプリング 1 本 

⑷室内土質試験 土粒子の密度試験 1 試料 

        土の含水比試験 1 試料 

        土の粒度試験（ふるい・沈降分析） 1 試料 

        土の液性限界試験 1 試料 

        土の塑性限界試験 1 試料 

        土の湿潤密度試験 1 試料 

        土の一軸圧縮試験 1 試料 

        土の圧密試験 1 試料 

 

３．参考見積仕様書の作成 

 本市が策定した施設基本計画を踏まえ、事業予算及び施設内容の整理を行うための

基本条件の整理を行うとともに、参考見積書の徴集のための見積仕様書を作成する。

また、見積仕様書に添付すべき参考資料、図書等も併せて作成する。 

 

４．参考見積関係書類の徴集・精査等 

 参考見積仕様書をプラントメーカー等に提示し、参考見積関係書類及び事業費（建

設費及び維持管理費）見積資料を徴集する。なお、参考見積関係書類等を徴集する際

は、その内容を精査し、不明瞭な部分がある場合はヒアリングを実施し、内容の明瞭

化を行うこと。また、参考見積関係書類等を整理するとともに、本市が予定価格を設

定するための支援を行うこと。 

 

５．事業者募集書類等の作成 

 事業者を募集するにあたって必要な入札説明書（案）、要求水準書（案）、様式集

（案）、落札者決定基準書（案）、基本協定書（案）及び契約書（案）等を作成する

こと。 

⑴ 入札説明書（案） 

  事業の概要、事業範囲及び参加資格の条件、入札手続き等について、事業者が

理解しやすい入札説明書を作成すること。 

⑵ 要求水準書（案） 

   前項を踏まえ、事業者が実現すべき施設整備、運営・維持管理等のサービス内

容と水準等を整理する。なお、仕様の記述内容、記述レベルについては別途協議
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とするが、事業方式や本市の条件等を適切に判断し、作成すること。 

⑶ 様式集（案） 

   参加表明及び入札時（提案書提出時）等に提出すべき書類の様式を作成するこ

と。なお、作成にあたっては、事業者間の公平性に十分留意し、かつ事業者の創

意工夫が十分に発揮できるように配慮するとともに、審査において過大な負担が

生じないような様式とすること。 

⑷ 落札者決定基準書（案） 

   落札者を決定する手順及び評価項目等を記載した書類を作成すること。 

  ①評価方法（案）の作成 

    本市と協議の上、価格評価・技術評価の配点、技術評価点、総合評価の算出

方法等の素案を作成すること。 

  ②評価項目（案）の作成 

    適切な評価を行うために必要となる評価項目及び評価項目ごとの配点の素案

を作成すること。 

⑸ 基本協定書（案）及び契約書（案） 

   本事業の基本協定書（案）及び契約書（案）を作成すること。なお、作成にあ

たっては、本市の契約約款をもとに本事業の発注方式に適合するよう修正を行う

こと。 

⑹ その他 

   事業者を募集するにあたり、必要な書類を作成すること。 

 

６．入札説明会及び現地説明会の開催支援 

 本市が開催する入札公告後の入札に関する説明会及び現地説明会の支援を行うこと。 

 

７．募集書類等に係る質問回答書の作成支援 

 公表した入札説明書の募集書類に対して、事業者から寄せられる質問及び意見をと

りまとめ、その内容について検討し、回答書の作成を行うこと。質問徴集の回数は３

回以上見込むものとする。 

 ・見積り関係書類依頼後 

 ・募集書類公表後 

 ・入札参加資格審査後（入札参加資格条件を満足する事業者を対象） 

 

８．評価・事業者選定のための提案審査の支援 

⑴ 資格審査に関する支援 

  本市が、入札説明書に規定する参加資格要件の確認を行うために必要な資料を

作成すること。 
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⑵ 基礎審査に関する支援 

  本市が、落札者決定基準にもとづき、基本条件を満たしているか等について審

査を行うために必要な資料を作成すること。 

⑶ 技術対話に関する支援 

  事業者との技術対話を実施するにあたり、開催支援及び対話内容のとりまとめ

を行い、技術提案書の改善内容の整理を行うこと。 

⑷ 技術支援資料作成 

  事業者から提出された提案書の提案内容の部分について、落札者決定基準にも

とづき、（仮称）技術審査委員会が審査を行う際の補助資料を作成すること。 資

料の作成にあたっては、可能な限り客観性に配慮し、比較表を作成する等して審

査行為が円滑に行えるように十分留意すること。 

⑸ 審査結果のとりまとめ・審査講評の作成支援 

 （仮称）技術審査委員会における審査結果をとりまとめるとともに、落札者決定

基準書に示した審査項目ごとに、事業者の提案内容を評価した結果を審査講評と

してとりまとめること。また、結果の公表資料を作成すること。 

 

９．（仮称）技術審査委員会の運営支援 

⑴ 必要な技術資料の作成 

  （仮称）技術審査委員会の運営に必要な資料の作成を行うこと。作成にあたっ

ては、委員の作業負担が過大にならないように留意すること。また、会議資料作

成のほか、本市が各委員に対し委員会事前説明を行う際は同行すること。 なお、

委員の選定については、本市が行う。 

⑵（仮称）技術審査委員会への出席及び資料説明等の支援 

   （仮称）技術審査委員会に出席し、必要に応じて資料の説明を行うとともに、 

（仮称）技術審査委員会後２週間以内に議事録を作成すること。 

 

１０．現ごみ焼却施設管理棟等解体工事仕様書等作成 

 既存資料等を基に現地踏査を行い、現況施設の状況等を把握し、本事業に支障とな

る施設等について解体範囲、解体方法、仮設計画等の解体工事に関する基本的な事項・

内容を整理し、解体工事に必要な仕様書等を作成する。なお、解体施設は、ごみ焼却

施設管理棟（トラックスケール施設含む）、車庫を想定している。   

 

１１．情報提供に係る支援 

 建設予定地近隣地区等において、情報提供に必要な資料の作成に協力するとともに、

必要に応じて情報提供時に同席すること。 
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１２．地元説明用資料作成 

地元説明に伴い、必要となる資料の作成（５部程度）を行うこと。また、本市の要

請より、関係担当部局との協議に同席すること。 

 

１３．報告書の作成 

 本事業の検討結果及び資料を整理し、報告書を作成すること。 

 

１４．成果品の帰属 

 成果品の権利は、すべて本市に帰属するものとし、本市が承諾した場合を除き、受

注者は成果品を公表してはならない。 

 

１５．本業務に係るスケジュール（予定） 

 本業務委託契約      平成２９年８月 

 見積仕様書作成      平成２９年１１月 

 入札公告         平成３０年５月 

 要求水準書決定      平成３０年６月 

 事業者選定        平成３１年３月 

 本事業に係る契約の締結  平成３１年６月（本業務期間外） 

 


